
熊本県の女性就業者数の推移

　

解　　説

【概要】
平成22年の県内女性就業者数は386千

人で、15歳以上女性人口に占める割合
（女性就業者比率）は46.1％となり、
全国平均の44.7％を上回っている。

また、女性就業者数の推移をみる
と、昭和50年頃は第1次石油危機の影響
により落ち込んだものの、その後は15
歳以上女性人口の増加とともに就業者
数も増加したが、平成22年は、15歳以
上女性人口が減少するとともに、県内
女性就業者数も減少した。

○就業者
調査週間中、賃金、給料、諸手当、

営業収益、手数料、内職収入などの収
入（現物収入を含む）になる仕事を少
しでも行った者。休業者も含む。ま
た、家族の人が、自営業の手伝いをし
た場合は、無給であっても含む。

○就業者比率
就業者数÷15歳以上人口（労働力状

態不詳を含む）×100
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○管理職（管理的職業従事者）
事業経営方針の決定・経営方針に基

づく執行計画の樹立・作業の監督・統
制など、経営体の全般又は課（課相当
を含む）以上の内部組織の経営・管理
の仕事に従事するもの。

○女性管理職比率
　女性管理的職業従事者÷
　管理的職業従事者（男女計）×100

○共働率
  夫・妻とも就業している世帯数÷
　夫婦のいる一般世帯数×100

○一般世帯
　(1) 住居と生計を共にしている人々
　　の集まり又は一戸を構えて住んで
　　いる単身者。ただし、これらの世
　　帯と住居を共にする単身の住込み
　　雇人については、人数に関係なく
　　雇主の世帯に含めた。
　(2) 上記の世帯と住居を共にし、別
　　に生計を維持している間借りの単
　　身者又は下宿している単身者。
　(3) 会社・団体・商店・官公庁など
　　の寄宿舎、独身寮などに居住して
　　いる単身者。

「国勢調査」　総務省統計局

調査周期

平成22年10月1日 5年

711 719 
775 796 

825 840  846  837  

341 353 373 384 395 396  398  386  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

S50 55 60 H2 7 12 17 22

（千人） 

15歳以上の女性人口 女性就業者数 


